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This paper analyzes the formation and modification of yakuin-shoyo in Japan. Yakuin  signifies 
directors and auditors in these days. Soon after the Meiji Restoration, however, yakuin signified 
directors and white-collar workers, because National Bank Act of 1872 used this term in this way 
and many companies were established in accordance with the act. White-collar workers were 
stipulated in company’s articles. Moreover, bonuses were paid not only to directors but also to 
white-collar workers, of which amounts were determined as a certain percentage of profits in some 
companies. White-collar workers were under the scheme of profit-sharing. After the commercial 
code, which was enforced in 1893, however, the influence of National Bank Act became weak and 
today’s usage of yakuin  prevailed very fast. Stipulations of articles on white-collar workers 
disappeared and bonuses to them were paid as costs after the reform of the commercial code of 
1899. 
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役員賞与制度の形成と変容 
 



















タが入手できるのが 1910 年代以降であることが影響しているであろう。 
  ところで一方では、江戸時代の商家経営において、奉公人に利益の配当をおこなう制度
が広く存在していたことはよく知られており （植村・宮本 ［1995］ 138、安 岡［ 1998］ 320） 、
多くの商家の事例が報告されている。高橋［1975］は「三ツ割」という利益を所有者・奉













                                                        
1  コーポレート・ガバナンスに関する研究のサーベイとしては、Hart [1995], Shleifer and 

























































































家と交渉して解決したのであり（荒居［1965］ 、Fruin［1983］47、キッコーマン［2000］ ） 、
間接雇用の性格が強かった。野田と並ぶ醸造地域の銚子では、ヒゲタの例では杜氏も蔵人





























                                                        
4  地主の営む小規模な酒蔵では小作人が蔵人になることもあった。 
5  竜野の円尾家では、店の奉公人と推定される頭役が日雇労働者を直接指揮しており、野
田や銚子と異なる労働慣行が存在していた（中山［1981, 1982］ ） 。 
6  シャンド［1873］では James W. Gilbart, A Practical Treatise on Banking が参照されたとさ
れているが、 この本は 1871 年に同じギルバートの The History and Principles of Banking と合
冊されて、The Principles and Practice of Banking, London, George Bell and Sons として刊行さ
れている （このときすでに著者は死去しており、 編者によって若干内容が改編されている） 。
同書はさらに 1881 年に A. S. Michie により、いくつかの章を削除され、新たにいくつかの  6
西欧の制度（とくにイギリスとアメリカが中心）の紹介がおこなわれている。シャンド式






71876 年改正国立銀行条例および定款雛形の特色の一つは、条例第 14 条にお
いて、頭取・取締役・支配人・書記方・出納方・計算方・簿記方・その他の役員を選任し、
その職制権限・進退および頭取・取締役の交代の手続きを制定するよう定められ、さらに
定款雛形第 27 条において、 「当銀行ノ役員ト称スルモノハ左ノ如シ」とした上で、 
取締役  何人 
  内  
 頭  取  一 人  
  副頭取  何人（若シ之アラハ） 
支配人  何人 
書記方  何人 
出納方  何人 
計算方  何人 
簿記方  何人 
  （銀行ノ適宜ニヨリ此他役員ヲ設クルモノハ右ニ準シテ此ニ掲クヘシ） 
と、会社の取締役（＝雇用者）のみならず（監査役については規定していない） 、支配人以









が編纂した「日本国立銀行事務取扱方」 （『銀行雑誌』第１号、1877 年 12 月から第 10 号、
1878 年９月まで断続的に連載、以下『銀行雑誌』は日本銀行調査局［1957c］所収） 、およ
び Gilbart［1873］の記述に多くを負っている「銀行役員ノ事」 （同第３号、1878 年２月）
においては、銀行の事務で分業体制を確立することが必要であると説かれており、大蔵省
は国立銀行に整然とした分課の体制を構築することを求めていたからである。 
                                                                                                                                                                    
章を加えるなどして、The History, Principles, and Practice of Banking と改称され、1920 年代
まで刊行され続けた。Treatise の初版は 1827 年、History の初版は 1834 年であったから、
同書は非常に息の長い銀行経営の基本テキストであった。ここでは Gilbart［1873］を用い
る。 










い） 。 こうした給料制度がとられた理由については、 官僚の給与システムの影響を受けたな











『銀行雑誌』第 13 号、1878 年 12 月、この記事もやはり Gilbart［1873、349―351］の要約
である） 、こうした給与制度は採用・昇進のあり方と整合的であった。 
さらに「手代雇入方」は、銀行の業績に応じて給料を定めることがよいとしていた。ク














                                                        
8「第７回半期実際考課状」による（日本銀行調査局編［1957a］所収） 。 
9  ギルバルト『銀行実験論』の「銀行役員ノ給料ヲ論ス」として 1879 年５月の択善会でも
















構」 （『銀行雑誌』第 11 号、1878 年 10 月）では、イギリスの株式銀行が、取締役会が衆
議の上、行務について決議し、行務の役員（現在の執行役員）である支配人がその決議を
執行する体制にあり（常勤の委託取締役＝managing director を選任することもあり、その


















                                                        
10  高橋［1975］122 で、東京為替会社の「利益金の配分」 （三ツ割）としている事例は、受
取利息を積立金・会社諸雑用諸月給・利益配分とすることを定めているものであり、収益
状況に応じてコストを支払うことを想定している事例である。 
11  「第一国立銀行利益金配当定則」 （日本銀行調査局［1957a］所収） 。利益率が 3％から
10％の場合は、賞与率が引き下げられ、３％未満の場合は、株主の集会で決定されること
になっていた。 
12  「第一国立銀行第八回株主集会決議之件々」渋沢青淵記念財団竜門社［1955］所収。 
13  明治期の会社制度と定款については、 Chakepaichayon ［1981・1982］ 、 宮本・阿部 ［1995］ 、  9
員が規定されている会社が 40 社中 33 社を占め、８割を超えていた。ところが興味深いこ




に 「役員賞与」 などとして職員にも賞与が支給される会社が、 32 社に及んでいたのに対し、
工員にまで支給されたのは５社にとどまった。国立銀行および第一国立銀行のモデルとし
ての意味は大きかったのではないかと考えられる。 





























                                                                                                                                                                    
高田［2000］を参照。 
14  同じ時期に生じた「社員」という用語の意味の劇的な変化については、馬場［2001］を








載しなくなったということであろう。そこで 1910 年代から 20 年代について、会社の利益
処分について、1912 年、1919 年、1926 年の３年（あるいはそれに近い年度）の営業報告
書が得られる企業 63 社について検討したのが表４である。 役員賞与とされているものの内
容が明記されていないケースがほとんどであるが、営業報告書の役員・社員・雇員・使用
人・従業員（者）などの用語法からみて、ほとんどが取締役（および監査役）への賞与で
あると判断される。単に賞与金と記載される例も 1910 年代に半減した。1910 年代までは
















当の基金への繰り入れを意味するものと思われるが、 工場法によって常時 15 人以上を雇用
する工場に支給が義務づけられるようになった。主たる対象は工員層であったものと考え
られる。 職員への恩給等は 1912 年でもすでに５分の１ほどの会社で繰り入れられていたが、
1919 年には２倍の５分の２の会社で繰り入れられるようになっている。 解雇手当とは異な




が少ないが、 1912 年から 1919 年への増加率は職員へのそれよりも高かった。 さらに職員・
                                                        
15  倉敷紡績は所得税が増徴された 1899 年にそれまで利益処分で支出していた賞与をコス

































（ 「第六回定式臨時株主総会要件録」1889 年） 。大阪紡績は国立銀行の制度の影響を受けて
                                                        









19  紡績企業の職員層については、米川[1994]が詳しく考察しており、 「役員」という用語の
範囲についての指摘など、本稿は多くを学んでいる。富士紡績の事例については、日本労
働協会［1960］を参照。   12
いたから（粕谷［2000］131） 、三重紡績は国立銀行の影響を強く受けることとなった。 
ところが同社は 「役員」 という用語で、 取締役と職員を一括するということはなかった。
1886 年の定款で職員は、傭員とされて規定されていたが、委員と連続的には規定されてお








利益処分の形で職員・工員の賞与が支払われていたことは確実である。 ところが 1899 年の
新商法施行による改正によって、賞与の配分について定款に記載がなくなり、また賞与金
の名称も単に「賞与金」とされたため、その支給対象は明らかでなくなった。しかし 1905
年には役員 ・職 員・ 工員が賞与の支給対象であることは明らかであるから、 1899 年以降 1904








1907 年以降、 工員は賞与の対象からはずれた。 記載は次第に簡略化されていったとはいえ、














                                                        
20  しかも当初は委員は無給であった（取締役支配人には給与が支給） 。1893 年に取締役と





















（株主によって選出される頭取なども含む） 、 「総役員配当金」 総額を各員の給料の年額 10
円を１「株」として分配することとされていた（ただし最末端の従業員はこの「配当」に
あずかることはできず、 「配当」の端数の分配を受けるのみであった） 。この方法は 1876













  三井物産においては、利益の 10％が社長の益田孝、５％が副社長の木村正幹、10％が従
業員に分配されることになっていた。 このほか顧問のロバート・アーウィンが利益の 10％、
元締という職位に昇進した馬越恭平らも利益の 2.5％の賞与を受けていた。 三井物産でもか
                                                        
21  三井の明治期の賞与については、粕谷［2002］による。   14
なり末端の従業員まで賞与が支給されており、月給額がその分配の基準に用いられていた
ようであるが、社長、副社長、顧問、元締は別扱いであり、利益をあげる強いインセンテ
ィブをもっていた経営者として、 一般従業員とは異なるカテゴリーに属していたといえる。  


























賞与金額を利益の１割である 2,121,800 円と算定し、そのうち 350,000 円を差し引いた
1,771,800 円を控除して利益金を算出し、そこから役員賞与及交際費 500,000 円を計上して
いる。
24役員賞与が 35 万円、交際費が 15 万円ということなのであろうが、問題は 177 万
円の扱いである。すなわち実際に役員賞与共通計算のプール勘定に 212 万円を拠出したの
であるが、 あまりに巨額で社会的非難を浴びることをおそれ、 対外的には 35 万円プラス交
際費 15 万円と公表したのか、 それとも 212 万円という数字は賞与としてあまりに巨額であ
り、三井銀行・三井鉱山の数字ともバランスがとれない（同期の三井銀行の役員賞与は利






24  「大正七年上半季下半季損益概算表」 （三井文庫所蔵史料  物産 320－6） 。   15
益の 10％で 34 万円、三井鉱山の役員賞与・交際費は利益の 10％で 75 万円）から社内に利
益を留保し （これも秘密留保なのであろうが） 、 35 万円のみをプール勘定に拠出したのか、
二つの解釈が可能だからである。 ところが 1919 年上期の公表された役員賞与金額 （三井銀
行のみ交際費を含まない）とその利益に対する割合は、三井銀行 65 万円（10％） 、三井物
































そして商法の施行をみると 1893 年に三菱合資会社が設立されたが、 三井と異なり、 三菱合
                                                        
25  三井物産からは役員賞与のプール勘定に 212 万円が拠出されたが、そのうち当期に実際
に賞与として分配されたのは 35 万円であったのに対し、 三井銀行と三井鉱山ではプール勘
定に拠出された金額をそのまま公表数値とした、という解釈も成り立つ。   16
資会社が三菱の事業をすべておこなっていた。三菱合資会社が持株会社となるのは、1917










度を採用していたが、1883 年２月に廃止している（ 『三菱社誌』第 10 巻 22 頁、以下巻数





  三菱の賞与制度については不明の点が多いが、 『三菱社誌』 からうかがわれる限りで検討
しておく。三菱の賞与で長く続けられた賞与は、年末（歳末）手当と中元手当である。
27年
末手当は、1879 年 12 月に海陸日本人社員一同に対して月給の２割を支給したのが最初の
ようである（６巻 548） 。
28年末手当はほぼ同じ支給割合でほぼ毎年支給されたが、1888 年









1905 年 12 月に年末手当の制度が大きく変更される（中元手当は変更なし） 。第一に支給
対象者が各場所 （各支店・鉱山など） 正副長を除く本社使用人と場所限傭員に限定された。
第二に支給方法も変更され、本社使用人は、各場所に割り当てられた金額（翌年から各場
                                                        
26  西南戦争に際しての賞与も、岩崎弥太郎から岩崎弥之助に支給してはいるが、弥太郎自
身には支給されていない。 
27  三菱の賞与については鈴木［1994］ 、鈴木［1995］ 、中西［2003］474-485 が『三菱社誌』
にもとづき制度を紹介しているのであわせて参照のこと。 
28 1876 年４月に年末賞与支給を決定しているが、 ここで紹介されている制度は、 精勤賞与
であり（３巻 154） 、これは 1895 年 12 月に廃止された皆勤賞与と考えられ（２巻 90） 、年
末手当とは異なるものと考える。また西南戦争に際し、1877 年 12 月に賞与が支給された
が、これはあくまで臨時的なものであった（４巻 552） 。   17
所の人員の月給支給額の４ヶ月分とされた）を、各人の勤怠により分配される（ただし月
給１ヶ月分は保証）ことになり、はじめて査定が導入されたのである。場所限傭員等は各
自の月給の１月半の金額を最高に査定に従って、 支給されることとなっている （12 巻 832） 。
年末手当の支給総額は大幅に引き上げられ、査定が導入されたことになるが、どのように
査定がおこなわれたのかに関しては不明である。一方年末手当の対象から外された各場所
の正副長 （翌年にはさらにその他の特別待遇を受ける者も追加） という幹部職員には、 「賞
与金」が支給されたが（1906 年 12 月、13 巻 912） 、その金額等は秘密にされていたようで
あり、 『三菱社誌』 にも一切その内容が明らかにされていない。 ところが三菱の最高幹部で
ある荘田平五郎については、 伝記に断片的ながら受領した賞与金額が記載されているので、
それを表７に掲げた。 1876 年の賞与がいかなる制度のものなかは判然としない。 1879 年と
1880 年については、年末手当の規則は月給の 20％であるから（1880 年は 25％） 、両年の賞
与金額は過大である。 ただし両年とも年末手当支給の際に、 別段賞与はこの限りではない、
と断っており、別段賞与が支給された可能性もある。注目されるのは 1906 年以降である。
月給の 20 倍程度の賞与が支給されており、 年末手当の支給水準をはるかに超えている。 こ
れが幹部従業員に支給された「賞与金」にあたると推定して差し支えないであろう。しか











ただし 1913 年の特別待遇者は、管事１名（南部球吾） 、理事８名（銀行部長三村君平な
ど） 、賛事 35 名（門司支店長三宅川百太郎など） 、主事 43 名（神戸支店副長瀬下清など） 、
















し、専務理事・理事をおいた（23 巻 3130） 。   18
職員は月給の４倍以内で、場所限傭員等は給料月額の２倍以内で、勤務状態に応じて査定
されて年末手当が支給されることとなった。ただし董事以上の役にある者と理事の職にあ
る者は査定されず、全額（すなわち月給の６倍）が支給された（24 巻 4005） 。1917 年末に
おいて董事は４名、管事は８名であり、賛事であり理事の職にあった者が５名（査業部理
事３名、営業部専務理事１名、鉱山部専務理事１名、理事代理は除外した）であり（24 巻
4226） 、合計 16 名であったから、査定なしで年末手当を受ける者は、経営の最高幹部であ
ったことになる。経営の最高幹部は別扱いとなったが、会社の利益金との連動は一切みら





わかる。 このことは、 有名な1918年５月の 「分系会社ト合資会社トノ関係取極」 （25巻4487）
において、分系会社の取締役・監査役が本社在籍とされていたことと照応している。 
  さらに 1920 年の年末手当では、参事（1918 年５月に董事・賛事・主事が参事となった、




には、年末手当を支給しないとしている。1919 年 12 月に三菱合資会社職制が制定され、
総理事・常務理事・参与がおかれることになったが （26 巻 4964） 、 1920 年末には総理事は、
木村久寿弥太・江口定条（ともに役名は管事）の２名、常務理事は青木菊雄・江崎一郎（と
もに役名は参事） の２名、 参与は大石広吉ら５名 （すべて役名は参事） であった （27 巻 5386） 。
分系会社取締役・監査役にして重役報酬を受ける者とは何をさすのか明らかではないが、







分を脱しているが、 年末手当は支給される （ただし査定は受けない） 。 残念なことに総理事・
常務理事の報酬については不明であるが、 分系会社取締役 ・ 監査役が受ける重役報酬とは、






じめるのが、 会社設立直後からではない、 という事実である。 三菱造船は第１回決算 （1918  19
年上期）に賞与金を計上した後、第５期まで計上せず、第６期（1920 年下期）以降恒常的























れており、1906 年以降 1916 年までの幹部職員賞与と一般職員賞与との間に、支給基準な
どに大きな違いがあったとは考えがたい （荘田は例外的だったのかもしれない） 。 事業部門
が分系会社として独立すると、1920 年に分系会社の取締役・監査役は、年俸を支給され、
                                                        
32使用人の賞与について簡単に補足しておく。中元手当は 1918 年５月にその支給額が本社
使用人について２ヶ月に引き上げられたが、査定はおこなわれていない（25 巻 4483） 。と
ころが 1920 年６月からは、 年末手当と同じ基準で支給されることになり、 二つの手当は一
本化された（27 巻 5216） 。主事以上の幹部職員についてみると、それまでは年末手当が月
給の６倍以内（査定付き）と中元手当が月給の２倍であったのに対して、年末手当・中元
手当ともに月給の 2.5 倍以内（査定付き）と、支給割合が引き下げられている。恐慌後の
物価下落への対応という意味が強かったものと思われる。さらに 1917 年 11 月には特別年




の対処という性格が強かったのであるが、 1920年 11 月に年末賞与と改称され （27巻 5269） 、
恒常化した （翌年６月には中元賞与として支給） 。 こうして年末手当・年末賞与、 中元手当・
中元賞与が支給されていたのであるが、1929 年 11 月からは、年末慰労金、中元慰労金と
して統合された（昭和４年 284） 。残念ながらその支給基準等は不明である。なお 1939 年














構成員として明記していた。 さらに政府は銀行の経営安定のために、 「役員」 への報酬の支

































決定メカニズムについては、さらなる計量的な分析が必要である。   22
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表１             
江戸時代の賞与                     
家  時期  総額算出方法 各人への分配
支出可能時
期 
支給対象  出典 
西川家  1789 
店の利益の３
分の１ 
あり  各期  各店員 
西川産業
［1966］39 
西川家  1802 
店の利益の３
分の１ 
あり  退職時  各店員 
西川産業
［1966］39 











不明  不明  各店員  大丸［1967］100















元禄  利益の分配 2) あり  退職時 3)  支配人  北島［1962］599
長谷川家
（役金)4) 
1799  年 20 両  あり  退職時  支配人  北島［1962］601
中井家相馬
店（出精金） 
？  利益の一部  あり  不明  支配人  江頭［1965］868
中井家（賞
詞） 









年 200 目） 



























あり  退職時  役付手代  粕谷［2002］229
注）１）  烈頭とは入店 16 年で達する役職。       
    2）  支配人（差次買出役）に元手銀を貸付け、利益を元手銀に応じて渡す。   
    3）  退職時に支配人の勤続年数と功労に応じた加増金が与えられる、特別加増金もあり。 
    4）  長谷川家の元手銀割付、加増金、役金などは支給されないことが多い。     26
 
表 ２                 
定款規定の特徴                 
                             
年  総数  職員規定  工員規定     賞与割合     賞与 
        
うち取締役とと
もに職員規定      厳格  ルース  賞与に言及 職員にも支給 工員にも支給
1873-1891 40  33  24  2  22  2  11  32  5 
1893-1907 48  4  3  0  16  16  5  11  3 
                
出典）各社定款。                 
注）賞与割合で、厳格とは、利益のＸ％という形式で、ルースとは、利益のＸ％以上Ｙ％以下という形式で規定されているもの。賞与に言
及とは、何らかの形で賞与についてふれているもの。 
   27
 
表３             
役員という用語           
           
                    





査役含む）            
1873-1891  27  4  3  1  5  40 
1893-1907  4  28  1  1  14  48 
           
出典）各社定款。           
注１）28 個の取締役（監査役を含む）には、推測した７個を含む。     
    ２）職員には技師長などの上級職員しか含まないケースも含む。 
   28
 
表 ４                  
賞与と恩給基金等の支出               
                             
    賞与なし  役員と従業員賞与 賞与金 役員賞与 職員恩給等 工員恩給等 工職恩給等 不明恩給 恩給等支払会社数 
３年共通 63 社                 
1912 8  7 16 32 12 5 4 1 18
1919 5  6 8 44 24 15 17 5 47
1926 10  2 5 46 19 4 20 2 40
３年共通製造採取 37 社                 
1912 5  6 8 18 8 5 3 0 12
1919 3  5 4 25 13 13 16 1 31
1926 8  2 4 23 8 4 17 0 24
                 
出典）各社営業報告書など。               
注）１）恩給等とは、退職給与基金、恩給基金、扶助基金など。         
    ２）同一の会社で職員恩給等・工員恩給等・工職恩給等・不明恩給を重複して支給しているケースもある。 
    ３）費用計上されているものも含む。恩給等を費用としてのみ支払っているのは、1912 年 0 社、1919 年 6 社、1926 年 6 社。 
    ４）役員賞与には重役賞与と記載されているものも含む。           
                  29
 
表 ５           
三重紡績・東洋紡績の賞与        
          
1 8 8 6 創 業          
  利益の 13％が賞与。        
  その 3/13 が委員、2/13 が臨時慰労積立金、8/13 が支配人以下賞与＝傭員（職員）と職工に配布。 
  傭員と職工の賞与は、勤惰を鑑別して給与する。     
          
1 8 9 1 改 正          




    
  実際は利益の８％        
          
1 8 9 3 改 正          
  賞与金の割合はかわらず、職工にまで配られたが、その割合は明記なし。     
  実際は利益の９％        
          
1 8 9 9 改 正          
  それ以前は職工までが支給対象であったことが定款から確実だが、ここからは支給対象が不明。 
  賞与が費用化している（税制の影響）が、実際は利益の 10％という定率。     
          
1 9 0 5 ～ 1 9 0 6          
  重役使用人職工賞与金及び恩給積立金とされ、職工に支給されていることは確実。   
  1905 年の営業規則で使用人とは職員のことであることが判明する（ただし別に雇員が存在）。 
  職員に恩給が支払われることも営業規則に明記されている。       
          
1 9 0 7 ～ 1 9 1 4          
  重役使用人賞与金恩給（積立金）とされ、職工が明記されなくなる。     
          
1914＝東洋紡績の成立        
  役員賞与と称される。実際には減価償却と役員賞与を含めた金額の４％が算出。   
  1916 からは社員恩給資金・職工保護資金が利益処分で留保されている。     
          
1931＝大阪合同紡績と合併        
  利益の４％の役員賞与という原則が崩れる。      
  比率としてはより小さくなり、率が変動するようになった。       
          
出典）三重紡績『営業報告書』、「定款」、「営業規則」などから作成。       
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表６         
三井の重役賞与と月給（1899 年下期）     
        
              
  所属企業  固定給（Ａ） 賞与（Ｂ）  （B)/(A) 
      （ 円 )   （ 円 )     
益田孝  三井物産  3,600  42,980 11.9 
中上川彦次郎  三井銀行  3,600  42,980 11.9 
団琢磨  三井鉱山  3,000  18,420 6.1 
上田安三郎  三井物産  3,000  12,280 4.1 
朝吹英二  三井呉服店  3,000  12,280 4.1 
渡辺専次郎  三井物産  3,000  9,210 3.1 
高橋義雄  三井呉服店  3,000  9,210 3.1 
波多野承五郎  三井銀行  3,000  9,210 3.1 
        
出典）三井文庫［1980］ 606 および三井文庫所蔵史料  追 2021。 
注）固定給は月給を６倍して算出。   
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表７       
荘田平五郎の賞与     
    
         （ 単 位 ： 円 ）  
    賞与  月給 
三菱合資利益
金 
1876  100  90  ― 
1877  350  125  ― 
1879  200  350  ― 
1880  400  400  ― 
1884  689  …  ― 
1906  15,000  600  3,010,772 
1907  13,000  600  2,692,311 
1908  11,000  600  1,748,300 
1909  15,000  600  1,445,383 
    
出典）宿利[1932]および『三菱社誌』各年版。 
注）１）1877 年は西南戦争に際しての賞与。 
    ２）1884 年の賞与は「数年勤続賞与金」で 9 月に支
給。他はいずれも 12 月に支給されている。 
    ３）1910 年に依願解傭、勤労報酬として 25 万円を
贈与される。 
    ４）1886 年２月に日本郵船株式 600 株を受けてい
る。 
 
 
 
 